
●
●

●

●
●

●

●

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

税

金

の

計

算

配 当 控 除
又 は 第 三 表 の 94

災 害 減 免 額

上の㉛に対する税額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

復興特別所得税額
（42－43）

源 泉 徴 収 税 額

予 定 納 税 額
（第１期分・第２期分）

申 告 納 税 額

所

得

金

額

等

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

雑

短 期

長 期

配 当

一 時

営 業 等

農 業

給与

氏 名

種類 電話
番号 － －

柄続のと主帯世名氏の主帯世号雅・号屋業職

〒 －

○＋｛（○＋○）×／｝ケ コ サ 1 2

不 動 産

利 子

配 当

雑

）（

国 出

社会保険料控除

生命保険料控除

地震保険料控除

基 礎 控 除

⑬から㉕までの計

雑 損 控 除

寄 附 金 控 除
合 計

配偶者

医療費控除

公的年金等

業 務

そ の 他

郵便局
名 等

預金
種類

給 与

扶 養 控 除

第３期分
の 税 額

業 務

その他

自宅･勤務先･携帯

住宅耐震改修
特別控除等

・ ・

整理
番号

合 計

申告書

営業等

農 業

公 的年金等

納税地

振替継続希望
（
単
位
は
円
）

税務署長
令和　　年　　月　　日令和 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

第
一
表

現在の
住 所
又は
居 所
事業所等
令和８年
１月１日
の 住 所

個人番号
（マイナンバー）

生年
月日

フリガナ

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農特農の
表　示

収

入

金

額

等

修
正
申
告

そ

の

他

届 

出

延
納
の
受

　取

　場

　所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

事

業

事

業

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

区
分

人
数

区
分

不動産
区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

区
分
１

区
分
２

総
合
譲
渡

区
分

⑦から⑨までの計
総 合 譲 渡 ・ 一 時

（①から⑥までの計＋⑩＋⑪）

小規模企業共済等掛金控除

寡婦､ひとり親控除

勤労学生、障害者控除

（特別）控除

（㉖＋㉗＋㉘＋㉙）

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

23

24

25

26

27

28

29

30

～

～

～

⑰　
 ⑱
⑲　
 ⑳
㉑　
 ㉒

31

32

33

34

35

42

43

44

45

46

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

36　
 38
39　
 41

47　
 48

～

～

～

課税される所得金額
（⑫－㉚）又は第三表

（特定増改築等）
住宅借入金
等特別控除

政党等寄附金等特別控除

差 引 所 得 税 額
32－33－34－35－36
－37－38－39－40－41

再差引所得税額（基準所得税額）

所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除等

修正前の第３期分の税額
（還付の場合は頭に△を記載）
第３期分の税額の増加額
公的年金等以外の
合 計 所 得 金 額

配偶者の合計所得金額

専従者給与（控除）額の合計額

青色申告特別控除額
雑所得・一時所得等の
源泉徴収税額の合計額
未納付の源泉徴収税額

本年分で差し引く繰越損失額

変動･臨時所得金額

申告期限までに納付する金額

銀行
金庫･組合
農協･漁協

本店･支店
出張所
本所･支所

口座番号
記号番号

普通 当座 貯蓄納税準備

公金受取口座登録の同意 公金受取口座の利用

（44×2.1％）

（46－47－48－49）

（50－51）

納める税金

還付される税金

（44＋45）

区
分

特定親族
特別控除

納 管

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

・・

受
付
印

（
令
和
七
年
分
用
）

通 信
日付印

一 連
番 号

45･

46･

50･

52
又
は
53
の
記
入
を
お
忘
れ
な
く
。

整

　理

　欄

区
分
異
動

名
簿

確
認

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｇ Ｈ Ｉ Ｋ Ｌ

年 月 日

本年分の から

氏 名

住 所
屋 号

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

先 物 取 引

山 林

退 職

一 般 分

軽 減 分

一 般 分

特 定 分

軽 課 分

退 職

㋛
㋜
㋝
㋞
㋟
㋠
㋡
㋢
㋣
㋤
㋥
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
⑫
㉚
78
79
80
81
82
83
84
85

総合課税の合計額

所得から差し引かれる金額

⑫

6768

697071

7273

74

75

76

77

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

対応分

86 93から までの合計

差し引く繰越損失額
翌年以後に繰り越される
損 失 の 金 額

特 例 適 用 条 文
条法 項

項

項

項

号

号

号

号

区 分 所得の生ずる場所 必 要 経 費
差引金額

特別控除額

特別控除額の合計額

○ 退職所得に関する事項

退 職 所 得 控 除 額

翌年以後に繰り越される
損 失 の 金 額

差し引く繰越損失額

円 円 円

円

差し引く繰越損失額
本年分の から

収入金額
－必要経費

山 林

7372、 から

収 入 金 額

円

先 物 取 引

上場株式等の配当等

上場株式等の譲渡

一般株式等の譲渡

整 理
番 号

○ 上場株式等の譲渡所得等に関する事項
上場株式等の譲渡所得等の
源泉徴収税額の合計額

（単位は円）

差引金額の合計額

区 分

一 般

短 期

特 定
役 員

令和 年分の の 申告書（分離課税用）所 得 税 及 び
復興特別所得税

条
の
条
の
条
の

フリ ガナ

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長
期
譲
渡

一般株式等の譲渡

上場株式等の譲渡

上場株式等の配当等

分

離

課

税

短
期
譲
渡

長
期
譲
渡

（申告書第一表の⑫）

（申告書第一表の㉚）

課
税
さ
れ
る
所
得
金
額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

78

79

80

81

82

83

84

85

86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99

○ 分離課税の短期・長期譲渡所得に関する事項

税

額

（申告書第一表の32に転記）

本年分の株
式
等
配
当
等

先
物
取
引

( )

74

75

一 連
番 号

Ａ Ｂ Ｃ

Ｄ Ｅ Ｆ

申告等年月日

取得
期限

特例
期間

申告
区分

措 法

措 法

措 法

所 法

所 法

所 法

の

の

の

震 法

震 法

震 法

（
令
和
七
年
分
用
）
○
第
三
表
は
、
申
告
書
の
第
一
表
・
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

整

理

欄資
産

入
力

通
算

収

入

金

額

所

得

金

額

税

金

の

計

算

税

金

の

計

算

そ

の

他

第
三
表

確定申告書の写しをご提出の方
【第一表・第二表のみの場合】

確定申告書の写しをご提出の方
【第三表（分離課税用）を併せて提出する場合】

家計急変記入例補足 ①

申請書裏面「令和７年分 所得額の申告書」内の
④「令和７年分の年間所得」欄にこちらの額を記
入してください。

申請書裏面「令和７年分 所得額の申告書」内
の④「令和７年分の年間所得」欄に表中の
67～76＋第一表の⑫の額を記入してください。



フリガナ

氏 名

整 理
番 号

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｅ

Ｆ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

円

所得の種類 所得の生ずる場所等 必要経費等 差 引 金 額
（Ⓐ － Ⓑ ）

一 時

山 林

上場株式等
の配当等

先物取引

円円円円

円

円

円円

円

特例適用条文

所 得 の 種 類

円円円円円
経 常 所 得

総合譲渡

分離譲渡
(特定損失額)

総合譲渡

一 時

山 林

退 職

損失額又は所得金額の合計額

収入 金 額

第２次通算後 第３次通算後

経 常 所 得 （申告書第一表の①から⑥までの計＋⑩の合計額）

令和 （損失申告用）申告書

上場株式等
の 譲 渡

一般株式等
の 譲 渡

区分等

円円

現在の住所
又は
居 所
事 業 所 等

円円

Ｄ

一般

短期

円円

年分の の所 得 税 及 び
復興特別所得税

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

Ⓐ Ⓑ Ⓒ Ⓓ Ⓔ

㋛

㋜

㋝

㋞

分離
譲渡
総合
譲渡
分離
譲渡
総合
譲渡

譲

渡

短

期

長

期

退

職 特定
役員

分離課税の譲渡所得の
特別控除額の合計額

上場株式等の譲渡所得等の
源泉徴収税額の合計額

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

8079

67

損失額又は所得金額特別控除額

81

第１次通算後通 算 前 損失額又は所得金額

譲

渡

短
期

長

期

第

１

次

通

算

第

２

次

通

算

第

３

次

通

算

67

69

70

71

72

73

74

㋟

第
四
表
一( )

１ 損失額又は所得金額

２ 損益の通算

整理欄

一 連
番 号 （

令
和
七
年
分
用
）

資産

申請書裏面「令和７年分 所得額の申告書」内の
④「令和７年分の年間所得」欄にこちらの額を記
入してください。

確定申告書の写しをご提出の方
【第四表（損失申告用）を併せて提出する場合】

源泉徴収票の写しをご提出の方

家計急変記入例補足 ②

申請書裏面
「令和７年分 所得額の申告書」内の
　④「令和７年分の年間所得」欄に
表中の
68＋70＋73＋75～78＋第一表の⑫の
額を記入してください｡



住民税申告書の控えの写しをご提出の方

②

③

①

「

「令和６年中の年間所得」欄へ記入してください。

②

①
｢Ⓖ給与収入」や「Ⓚ公的年金等収入」欄に記入された方は
下記計算表に基づき、給与所得および雑所得を算出して
ください。
※②がない方は申請書裏面「令和７年分 所得額の申告書｣
内の④「令和７年分の年間所得」欄へ算出額を記入して
ください。

②の欄に記入された方は上記①で算出された額との合計
額を申請書裏面「令和７年分 所得額の申告書」内の
④「令和７年分の年間所得」欄へ記入してください。

公的年金等の収入金額 雑 所 得年　齢

給 与 収 入
給与収入から給与所得を算出するための表

※A＝収入金額÷4（割った後、千円未満の端数を切り捨てます。）

単位：円

公的年金等の収入金額から雑所得を算出するための表 単位：円

給 与 所 得

0

給与収入－650,000

A※×2.8－80,000

A※×3.2－440,000

給与収入×0.9－1,100,000

給与収入－1,950,000

0

年金収入－1,100,000

年金収入×0.75－275,000

年金収入×0.85－685,000

年金収入×0.95－1,455,000

年金収入－1,955,000

0

年金収入－600,000

年金収入×0.75－275,000

年金収入×0.85－685,000

年金収入×0.95－1,455,000

年金収入－1,955,000

0

651,000

1,900,000

3,600,000

6,600,000

8,500,000

　 ～

　 ～

　 ～

　 ～

　 ～

以上

650,999

1,899,999

3,599,999

6,599,999

8,499,999

0

1,100,001

3,300,000

4,100,000

7,700,000

10,000,000

0

600,001

1,300,000

4,100,000

7,700,000

10,000,000

1,100,000

3,299,999

4,099,999

7,699,999

9,999,999

600,000

1,299,999

4,099,999

7,699,999

9,999,999

　～

　～

　～

　～

　～

以上

　～

　～

　～

　～

　～

以上

65歳以上
昭和36年
１月１日
以 前 生

65歳未満
昭和36年
１月２日
以 降 生

家計急変記入例補足 ③

「

③
③の欄に記入された方は①で算出された額と②に記
入した額との合計額を申請書裏面「令和７年分 所
得額の申告書」内の④「令和７年分の年間所得」欄
へ記入してください。


